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生涯教育１としての日本語教育の現状分析 
―ソウル市内の老人福祉館を中心として―
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＊同徳女子大学大学院院生

１．はじめに

国際交流基金日本語国際センターの2003年の

調査によれば、韓国では6,231の教育機関が存在

し、894,131人の学習者が日本語教育を受けてお

り、日本語教師数は 3,333名であるという。また

韓国の日本語学習者数は全世界の日本語全体学習

人口の37.9%を占めており、世界第一位となって

いる。これらの調査で把握されている学習者数以

外にも、韓国には潜在的な日本語学習者の数が非

常に多い。

日帝強制占領期時代を経験した71歳以上の高

齢者たちは、この「潜在的な日本語学習者」と言

えるだろう。韓国の71歳以上の高齢者たちは初

等教育、長くは中等教育を、日本語によって受け

た人々である。さらに、日本語（＝外国語）とい

う意識なしに日常生活で日本語を頻繁に使用して

いると言う。ハン・ジョンファ（2004）１の研究

によれば、日常生活における日本語使用頻度に関

する質問に対し、60代が72.58%、70代が 60.00％

の頻度を現わした。このような日本語使用頻度に

関して過去日本語学習経験のない高齢者たち（60

代）が日常生活で日本語学習経験がある高齢者た

ち（70代）より高いという研究結果を通じて、韓

国社会で日本語は学習経験の有無にかかわらず親

しい外国語というのを確認することができる。ま

た実際に現在、韓国では、多くの高齢者向けの教

育機関で生涯教育プログラムとして日本語教育が

行われている。よって韓国の高齢者たちにおいて

日本語教育は他の外国語より、教育プログラムと

して発展可能性が大きいと考えられる。

しかし、現在、韓国の高齢者教育機関で行われ

ている日本語教育は教育学的な観点より福祉と余

暇時間活用等に重点を置いたもので、教育プロ

グラムとして機能していないのではないだろう

か。したがって、潜在的な日本語学習集団と言え

る高齢者たちを新しい日本語学習集団として設定

し、彼らのための日本語教育理論や教育課程など

を研究する必要があると考えられる。しかしなが

ら、高齢学習者向けの日本語教育に関する研究は

日本語教育分野では緒に就いておらず、先行研究

が見当たらない。そこで、本研究では高齢者教育

分野及び生涯教育分野の先行研究を中心に教育理

論と教育課程を模索していく。

２．研究方法

２.１　先行研究の分析

高齢者教育に関する先行研究と現存の高齢者教

育プログラムを参照にして、韓国の高齢者を対象

とした日本語教育の問題点を把握する。そして、

高齢者を対象とした日本語教育を行う際に考慮し

なければならない点については、高齢者教育学分

野の理論的背景を参考にする。

２.２　韓国内の福祉館の日本語教育の現状

福祉館協会ホームページに登録されている福祉

館を中心に電話調査及び福祉館ホームページ２を
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参照にし、教育プログラムとして日本語教育プロ

グラムの授業内容、授業日数・時間等を調査した。

２.３　参観授業３

ソウル市にある３か所の福祉館で参観授業を

行った。参観した授業は、各福祉館の初級レベル

の授業と中級レベルの授業で、計２回ずつ実施し

た。

授業内容と教育環境、学習者の授業に対する態

度と反応、教師の指導法、教材、授業資料等を中

心に記録した。

２.４　インタビュー

①　高齢学習者とのインタビュー

各福祉館で30人ずつ、65歳以上の高齢学習者

を対象でインタビューを実施した。インタビュー

調査に協力してくれた学習者数は全部で90名で

ある。

インタビューは予備調査の結果を基にして、

15個の項目を先に設定した後、その項目の内容

に重点を置いて質問する形式で行った。１対１の

個人面談の形式で時間制限を設けず自由に話をし

てもらうという形式でインタビューを進めた。イ

ンタビュー内容を録音することに抵抗を感じると

いう調査協力者がいたので、インタビューは２名

で行い、一人がインタビューし、一人がインタ

ビュー内容を記録するという形を取った。

②　日本語教師とのインタビュー方法

教師たちに対するインタビューまた予備調査の

結果を基に質問内容を設定して実施した。インタ

ビュー調査に協力してくれた教師数は４名である。

３．研究内容

３.１　福祉館の日本語教育現況分析の結果

2008年、現在、韓国全土に177ある福祉館の中

で日本語教育が行われている福祉館の数は 114ヶ

所で、全体の70％が日本語教育を実施しているこ

とが分かった。教育プログラム内容であるが、日

本語初級組と中級組で構成している福祉館の数が

最も多かった。これ以外に、日本語高級（＝上級）、

日本語会話、日本語小説、日本文化研究、日本歌

演習、日本文化研究会、新聞日本語、日本語応用

などを開設している福祉館もあった。

韓国人講師が授業を担当している福祉館が殆ど

であったが、韓国人教師と日本人教師が授業を担

当している福祉館も３か所のみ存在した。授業回

数は週２回が最も多かったが、週１回や週３回に

授業をするという福祉館もあった。

３.２　Ａ，Ｂ，Ｃ福祉館の参観授業内容

いずれの福祉館でも出席に非常に厳しく、出席

率の高い学習者が優先的に次の授業に参加するこ

とができる資格が与えられた。

教師らは学生たちにストレッチングをさせたり、

面白い話をしたり、日本の歌を歌うなど、高齢学

習者たちが退屈せずに授業に参加するように努力

していた。

学習態度については、中級授業に参加する学習

者たちが積極的で、文法中心の授業より会話中心

の授業に多くの学習者たちが積極的に参加してい

た。

年齢が高めの学習者たちの特徴は、流暢な発音、

日本語に対する自信感、積極的な授業参加等で

あった。また、年齢が低めの学習者たちは 携帯

電話電源を消しておく、隣りの人と騷がないこと

などマナーが良く、課題の遂行能力が高いという

特徴が見られた。

３.３　インタビュー調査の内容

①　高齢日本語学習者へのインタビュー

インタビューに協力してくれた高齢学習者たち

の学習動機は、71歳以上の学習者たち（総51名）

の場合は、過去日本語を学んだ経験がある学習者

が多く、再び日本語を学べるようになったという

意見が多かった。一方、71歳未満の学習者たち
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（総39名）の場合は、‘学ぶということ自体がとて

も楽しい’ という意見と ‘日本観光のため’ とい

う意見が多かった。

学習ニーズについては、高齢学習者の身体的な

特徴を配慮した教育環境改善、多様な学習資料の

提供及び多様な教育カリキュラム構成などを求め

ている学習者が多かった。日本語の熟達度につい

ては、この日本語教育の直接的な効果と解釈す

るには多少無理があるだろうか、‘自信を持つよ

うになった’、や ‘これからの目標が生じた’ など、

学習者たちの人生に日本語教育が肯定的な効果を

与えているということが分かった。

これらのインタビューの結果から、学習者たち

の多くがボランティア、日本旅行、日本語講師な

ど、実生活で日本語を使いたいという実用的な目

標を持っているということを分かった。 

②　教師へのインタビュー

ボランティア精神により福祉館で日本語を教え

ているという教師が殆どで、日本語を教える時、

韓国の高齢学習者たちが過去に日本語学習経験が

あるという点が大いに役に立つと言っていた。

また教師の役目として重要だと考えていること

は、知識のみを伝達する指導方法だけではなく、

高齢学習者の特性を理解し学習者たちを人格的に

敬い、配慮する心を持つことだと言っていた。そ

して、多くの教師たちが学習者たちを退屈させな

いような授業方法に関する研究をしているものの、

教育プログラムの開発、教材分析及び資料収集な

ど、高齢学習者のための専門的な教育に関する研

究は別途行っていないことが分かった。

現在、実施されている日本語授業に対しては、

教育環境改善及び学習者の習熟度別学習のための

多様な日本語教育のカリキュラムに対する開発が

必要であると考えており、政府と教育機関の支援

が必要だという意見も提示された。

４．研究結果

以上を通じて、高齢学習者を対象にする日本語

教育に対する全般的な現況が明らかになった。

本研究を通じて、韓国の福祉館で行われている

高齢者対象の日本語教育が生涯教育として価値の

ある教育プログラムとして発展するためには、多

くの改善点が必要であることを確認することがで

きた。すなわち現在実施されている日本語教育

は高齢学習者に対する十分な研究が行われてこな

かったため、教育内容が教養を身につけるためや

余暇活動のためのものに留まり、これ以上の発展

がないと思われる。

本研究で明らかになった高齢者対象の日本語教

育の問題点は、以下の６点である。

①　高齢学習者のための日本語教育において、

専門的な教育方法に対する研究が成り立って

いない。

②　現在、日本語授業に参加している高齢学習

者の日本語習熟度を体系的に分類するための

具体的な方法がない。

③　現在、福祉館で日本語を教えている教師た

ちは高齢者教育のために専門的・体系的な教

育を受けていない。

④　学習資料及び学習プログラム構成が、高齢

学習者の学習ニーズに応えていない。

⑤　学習者の学習ニーズを満たすことができる

ような学習目標が具体的に提示されていない。

⑥　福祉館の教育環境が、高齢学習者に対する

配慮が足りない。

韓国において高齢学習者を対象としている日本

語教育が生涯教育として十分な役割をするために

は、このような問題点たちを改善していかなけれ

ばならない。また日本語教育が、現在の高齢者の

みを対象に実施されるわけではなく、将来的に、

高齢者になるいわゆる「高齢者予備軍」を対象と

して教育の範囲を広げる必要もあるだろう。した

がって、価値ある生涯教育プログラムとして日本
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語教育を発展させるためには、以上の問題点を解

決しなければならないのである。

５．改善案及び考察

研究結果を通じて、高齢学習者を対象にする日

本語教育について考えていかなければならない改

善案は、次のように要約することができる。

①　高齢日本語学習者の日本語実力を体系的に

分類することができる方法に対する研究が必

要である。

②　高齢学習者の身体的・心理的特性及びそれ

以外の学習者の個別的な特性に対する調査を

通じて、高齢学習者を十分に理解したうえで

日本語教育プログラムを開発しなければなら

ない。

③　高齢学習者の学習ニーズを反映した学習資

料を開発し、自らで利用することができるよ

うにしなければならない。

④　日本語教育を受けた 高齢学習者たちが実

際に日本語を使うように日本語教育の実用化

のための研究が必要である。

⑤　高齢学習者のための専門的な講師の養成が

必要である。

高齢化社会４において、高齢者のための教育に

対する研究は活発になされなければいけない。し

たがって、高齢学習者のための教育プログラムと

して日本語教育が活性化されれば、日本語教育は

もちろん高齢者教育の質的向上に大いに役立つだ

ろう。

これまで高齢学習者のための外国語教育におい

て体系的でかつ専門的な教育内容が存在しなかっ

たので、日本語教育研究の分野で高齢学習者を対

象にした体系的でかつ専門的な教育プログラムを

開発及び発信していくことにより、英語や中国語

など他の外国語教育分野でも、その成果を発揮す

ることができるのではないだろうか。本研究を通

じて多くの高齢者たちが日本語を学んでいること

が確認できたが、これは日本語教育が今後、生涯

教育プログラムとして韓国社会で発展していく可

能性があることを示唆している。本研究では生涯

教育プログラムとして日本語教育がこれから考え

ていくべき改善案の提示のみに留まったが、今後

は、本研究の改善案を土台として、高齢学習者の

ための日本語教育プログラムの開発や高齢学習者

の評価基準の考案など、具体的かつ実用的な方面

において研究を続けていきたい。
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